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管理・指導の課題整理 
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研究要旨 

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）の作成にあたり、「設備業者等によ

る定期点検時の管理者の留意事項」、個別空調方式に特化した立入検査に資する情報として「基本的な

指導の流れ」と「立入検査及び報告徴取の事例」について、東京都の事例を紹介した。 

また、これまでに「建物の空調設備と維持管理」に関する質問紙調査（夏期・冬期）の結果を報告し

ている。質問紙調査の結果から、“平時と比較して COVID-19 の感染拡大後は、感染対策として行っ

ている窓開け換気により、空調設備を用いた室内の温熱環境調整が難しくなっている”という回答が

得られていることについて、郵送調査において、その実態の一端を捉えるデータを得ることができた。

本研究班では、新型コロナウイルス感染症のパンデミック時に、建築物衛生法によって管理されない

建物も含めて調査を行っているが、感染症対策としての換気対策を行っている時期の測定結果におい

て、一部の建物を除き、二酸化炭素濃度が 1,000ppm 以下のより外気に近い値となっていることが確

認された。一方、湿度は、既往の調査結果よりもさらに低湿度環境となっていることをとらえるデータ

が得られた。この結果は、「建物の空調設備と維持管理」に関する質問紙調査（夏期・冬期）の結果の

感染症対策に関する行動と符合するものである。COVID-19 の感染症対策としてとられた換気対策や

行動変容が、空気調和設備等の運用管理に影響していくのか、継続的に動向を調査し、新たな感染症対

策の一助なるべく、今後も調査を継続していくことは重要であると思われる。 

A．研究目的 

 個別空調の急速な普及に伴い、効果的な指導助

言に資する運用管理手法の情報は不足しているこ

とから、本研究部会では、管理者や自治体の立入

検査等を行う職員へのヒアリングとアンケート調

査を行い個別空調に関する行政指導等の課題を整

理し、個別空調方式の管理方式や管理実態及び室

内環境の差を明らかにすることで、個別空調方式

に特化した空気環境管理手法の確立や管理手法に

基づいた行政指導等を行う際のマニュアル作成の

ための礎とすることを目的とする。 

 

B．研究方法 

B1．個別空調に関する自治体の取り組み事例 

 空気環境測定業者、自治体の立入検査等を行う

職員へのヒアリングとアンケート調査を行った

自治体調査の中から、個別空調方式に特化した維

持管理に資する情報として「設備業者等による定

期点検時の管理者の留意事項」、個別空調方式に

特化した立入検査に資する情報として「基本的な

指導の流れ」と「立入検査及び報告徴取の事例」

について、個別空調方式に特化した空気環境の維

持管理・行政指導マニュアル（案）として、その

内容を紹介する。 
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B2．COVID-19 等感染症対策前後の事務所建築

の温熱環境 

 これまでに「建物の空調設備と維持管理」に関

する質問紙調査（夏期・冬期）の結果を報告してい

る。質問紙調査の結果から、平時と比較して

COVID-19 の感染拡大後は、感染対策として行っ

ている窓開け換気により、空調設備を用いた室内

の温熱環境調整が難しくなっているという回答が

得られている。本報では、その質問調査対象につ

いて、感染対策後の室内温湿度及び二酸化炭素濃

度の測定を行った結果を報告する。 

 建物の室内の温度、相対湿度、CO2（T&D 社、

CO2 Recorder Tr-76Ui を使用）について、5 分間

隔で 2 週間の測定を夏期と冬期に行った。測定機

器は、設置に関する注意事項をあらかじめ教示し

た上で、机や棚の上に任意で設置し、建物につき 1

台とした。結果の分析には、得られた測定データ

を空調設備が稼働していると思われる日の 9 時～

17時までを 5日分用いた。建物の概要については、

建築物の管理者または事務所の責任者に対して、

主たる用途、延べ床面積、階数、竣工年、所在地、

使用形態、周辺環境、設備等を質問紙調査により

回答を得ている。2019 年 8 月から 9 月と 2020 年

1 月から 2 月に行われたもの平時の結果とし、

2021 年 2 月と 2021 年 8 月から 9 月に行われたも

のを感染症対策後として、その結果を再分析する。 

 

C．研究結果と考察 

C1．個別空調に関する自治体の取り組み事例 

 指導助言の実績のある東京都健康安全研究セン

ターに、経験と実態に基づき内容の紹介を依頼し

た。マニュアルとしての取りまとめに関して、今

後のデジタル技術の導入を見据えた現状の限界と

課題に関する記述が必要である等の意見を得るこ

とができた。 

C2．COVID-19 等感染症対策前後の事務所建築

の温熱環境 

 表１に調査建物 55 件の概要を示す。 

 図１に、空調が稼働している日の 9 時から 17 時

までの 5 日間の温湿度の平均値を建物ごとに、既

報 1～2）の測定結果と合わせて示す。絶対湿度は、

測定値をもとに Goff-Gratch の式より算出してい

る。図より、本報告の対象物件の 9 時から 17 時ま

での 2021 年冬（2 月）の 5 日間の平均値をみる

と、温度の場合、既報 1～2）とほぼ同程度であるこ

とが大略的にわかるが、湿度の場合、既報 1～2）よ

りもさらに低湿度環境になっているのがわかる。

一方、2021 年夏（8 月～9 月）は、温度の場合、

既報 1～2）とほぼ同程度であることが大略的にわか

るが、湿度の場合、既報 1～2）よりもやや高い物件

が大略的に多い。 

 図 2 に、2021 年冬（2 月）の二酸化炭素濃度の

結果を建物別に示す。一部の建物を除いて、

1,000ppm 以下になっていることがわかる。 

図 3 に、2021 年夏（8 月～9 月）の二酸化炭素

濃度の結果を図 2 と同様に建物別に示す。こちら

も、冬期と同様に、一部の建物を除いて、1,000ppm

以下になっていることがわかる。 

このように、二酸化炭素濃度の結果から、2021

年は、これまでよりも外気の室内への流入量が多

い可能性が示唆されている。 

 

D．結論 

 個別空調に特化した行政指導に資する維持管理

マニュアル（案）の作成にあたり、「設備業者等に

よる定期点検時の管理者の留意事項」、個別空調方

式に特化した立入検査に資する情報として「基本

的な指導の流れ」と「立入検査及び報告徴取の事

例」について、東京都の事例を紹介した。 

 また、これまでに「建物の空調設備と維持管理」

に関する質問紙調査（夏期・冬期）の結果を報告し

ている。質問紙調査の結果から、平時と比較して

COVID-19 の感染拡大後は、感染対策として行っ

ている窓開け換気により、空調設備を用いた室内

の温熱環境調整が難しくなっているという回答が

得られていることについて、郵送調査において、

その実態の一端を捉えるデータを得ることができ

た。本研究班では、建築物衛生法によって管理さ

れない建物も含めて調査を行っているが、

COVID-19 の換気対策が行われた際の測定結果か

ら、一部の建物を除いて、二酸化炭素濃度が

1,000ppm 以下のより外気に近い値となっている
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ことが確認された。一方、湿度は、既往の調査結果

よりもさらに低湿度環境となっていることをとら

えるデータが得られた。この結果は、「建物の空調

設備と維持管理」に関する質問紙調査（夏期・冬

期）の結果の感染症対策に関する行動と符合する

ものである。COVID-19 の感染症対策としてとら

れた換気対策や行動変容が、空気調和設備等の運

用管理に影響していくのか、継続的に動向を調査

し、新たな感染症対策の一助なるべく、今後も調

査を継続していくことは重要であると思われる。 
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個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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企業に対し実施された。調査対象室は、前回まで

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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に調査を行った場所と同じであるという回答を

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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得ている。各質問に対する回答は、以下の通りで

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 



- 22 - 

あった。 

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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所在地

（都道府県）
主たる用途 延床面積 地上階数 地階数

竣工年月
（西暦年）

空調方式

1 秋田県 その他 2,000㎡未満 2 1 - 個別方式

2 山形県 事務所 2,000㎡未満 3 2 1990年代 中央方式

3 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 4 1 2000年代 個別方式

4 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 4 1 1980年代 個別方式

5 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 7 1 1990年代 個別方式

6 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1990年代 個別方式

7 東京都 その他 5,000～10,000㎡未満 4 3 2000年代 中央方式

8 東京都 事務所 3,000～5,000㎡未満 9 1 1990年代 個別方式

9 東京都 事務所 50,000㎡以上 27 5 2010年代 中央方式

10 東京都 事務所 10,000～50,000㎡未満 11 1 1990年代 中央方式

11 東京都 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

12 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 8 2 1980年代 中央・個別併用方式

13 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 2 1990年代 個別方式

14 東京都 事務所 2,000㎡未満 1 2 1980年代 個別方式

15 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 1 999 個別方式

16 東京都 事務所 2,000㎡未満 3 3 1990年代 個別方式

17 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 9 1 - 個別方式

18 東京都 事務所 2,000㎡未満 2 1 1960年代 個別方式

19 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 1 1960年代 個別方式

20 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 6 1 1980年代 個別方式

21 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 9 1 1970年代 個別方式

22 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 3 1 - 個別方式

23 東京都 事務所 2,000㎡未満 4 2 1980年代 個別方式

24 東京都 事務所 2,000㎡未満 8 2 - 個別方式

25 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 1 1960年代 中央・個別併用方式

26 東京都 事務所 2,000㎡未満 12 1 2000年代 個別方式

27 東京都 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

28 神奈川県 事務所 2,000㎡未満 3 1 1990年代 個別方式

29 神奈川県 事務所 2,000㎡未満 11 1 2000年代 個別方式

30 神奈川県 その他 2,000㎡未満 10 2 1990年代 個別方式

31 富山県 事務所 2,000㎡未満 3 1 2010年代 個別方式

32 石川県 事務所 3,000～5,000㎡未満 9 2 1990年代 個別方式

33 福井県 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

34 山梨県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1980年代 個別方式

35 岐阜県 事務所 5,000～10,000㎡未満 9 1 1970年代 中央方式

36 岐阜県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1980年代 個別方式

37 愛知県 事務所 5,000～10,000㎡未満 9 2 1970年代 中央方式

38 愛知県 事務所 3,000～5,000㎡未満 9 3 1980年代 個別方式

39 大阪府 事務所 2,000㎡未満 4 1 1970年代 個別方式

40 大阪府 事務所 3,000～5,000㎡未満 4 2 - 中央・個別併用方式

41 兵庫県 事務所 10,000～50,000㎡未満 10 2 1990年代 個別方式

42 鳥取県 事務所 2,000㎡未満 1 1 - 個別方式

43 鳥取県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1990年代 個別方式

44 福岡県 事務所 2,000㎡未満 2 1 2000年代 個別方式

45 福岡県 事務所  2,000～3,000㎡未満 3 2 - 個別方式

46 福岡県 事務所 2,000㎡未満 8 1 1980年代 個別方式

47 福岡県 事務所 2,000㎡未満 3 2 2000年代 個別方式

48 福岡県 事務所 2,000㎡未満 3 1 2000年代 中央・個別併用方式

49 佐賀県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1990年代 個別方式

50 長崎県 事務所 2,000㎡未満 2 3 1990年代 個別方式

51 熊本県 その他 5,000～10,000㎡未満 5 2 1990年代 中央・個別併用方式

52 熊本県 事務所  2,000～3,000㎡未満 6 1 1990年代 中央・個別併用方式

53 鹿児島県 その他 5,000～10,000㎡未満 12 1 1990年代 個別方式

54 沖縄県 事務所  2,000～3,000㎡未満 4 1 1980年代 個別方式

55 沖縄県 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

表 1 建物概要 
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図 1 室内温湿度の概況（9 時から 17 時まで, 5 日間の平均値） 

図 2 二酸化炭素濃度（9 時から 17 時まで, 2021 年冬（2 月）,5 日間） 

図 3 二酸化炭素濃度（9 時から 17 時まで, 2021 年夏（8 月～9 月）,5 日間） 


